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Ⅰ ‘Penrosian firm’

企業への卓越した視点を提示したPenroseが逝去したのは，1996年10月11日のことで

あった 。その後において，Penroseの功績を讃える論文が数多く登場した。この意味で，

1996年以降の企業論では，Penroseへのトリビュートが１つの特徴をなしていると言え

る。

Penroseが企業論において確固とした地位を築くことになったのは，1959年に出版され

た The Theory of the Growth of the Firm（以下，『企業成長論』と称す）という１冊の

著書による 。この著書が「発展性のある本」（seminal book）として，現在も企業論に

刺激を与えている。つまり，彼女の「作品」（opus）は生き続けているのである 。

このように耐久性のある『企業成長論』で描かれる企業は‘Penrosian firm’と呼ばれる

ようになった。それは「市場に受け身で反応するのではなく，むしろ戦略的に市場を形づ

くる企業の姿」である 。そうした企業は，市場での生産的な機会に応じていくことで成
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長できるが，そのためには，市場の「可変値」（parameter）を動かしていかなければな

らない。市場の可変値とは，技術，製品，組織に関するものであるが，それらを動かすの

は，企業環境からフィードバックされる情報を解釈して，それを事業機会に統合していけ

るケイパビリティを有する企業家である。

‘Penrosian firm’では，こうした機会に対応するために企業家がもたらす「ユニークな

生産的サービス」（リソースの配分によって事業機会にすばやく対応する経営者的能力を

含むもの）がクローズアップされる。Penroseは，このような企業家像を始めとする豊富

なコンセプトをもとに，近代企業の成長理論の「蒸留」（distillation）を図った。その研

究方法は，個別企業への詳しい観察と，文献による裏付けを含むものであった 。それは

Penroseにとって「世界」というものが，極めて複雑なものだったからである。混沌とし

た世界を理解し，その中で分別良く行動するためには，「理論」が必要であった。

例えばLazonickは，『企業成長論』は複雑な社会現象の中の「真の世界」を洞察する

力に満ちていると見なし，この著は「革新的企業の理論」（劇的に変化する経済において，

リソースを配置したり，ケイパビリティを蓄積したりする企業の主要な役割を説いたも

の）であると評価した 。そうしたPenroseの理論は現在では，企業のリソースがいかに

持続的な競争優位をつくり出したり，多角化 を支えていたりするかということを分析す

るRBV（リソース・ベースト・ビュー）へと脈々と受け継がれている 。RBVは主に，

Penroseの考え方を支持する‘Penrosian’の見解として，企業論での地位を確かなものに

しつつある。

そこで本稿では，Penroseがこの世を去った後でなされた，その業績に対する様々なレ

ビューを検討することで，『企業成長論』が残したもの，言わば「伝承物」（legacy）を確

認してみたい。そのレガシーは大別して，①経済学，②RBV，③企業論全般（順不同）

といった幅広い領域にわたって残されていると見なすことができる。

Ⅱ 経済学への伝承物

⑴ 知識の成長」という考え方

Penroseの『企業成長論』において最も重要なことは，「企業は知識をつくり出し，さ

らには，その知識は（調整を伴いながら）成長する」という視点を経済学に持ち込むと同

時に，それをどのように探り，理解すればよいか，その適切な方法を基礎付けたことであ

ると見なすのはLoasbyであった 。

もともと『企業成長論』というのは，1950年代に Johns Hopkins大学でMachlup と
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Evansが企業成長についてのグループ研究を進めていた際に，誕生の契機があった。と

言うのも，その研究ではエンピリカルな調査がほとんどであり，これに直接関係した理論

を熟考することが必要となり，Penroseがそれに着手したというわけである。

当時，この作業を行うにあたって，Penroseがすぐに気付いたのは，企業成長に関する

セオリーはほとんど存在していないということだった。そこでPenroseは独自に，その

理論づくりを開始した。このときPenroseが，理論構築の土台としたのは，Adam
 

Smithの考え方だった。それは，「どの国であっても富（wealth）が成長するための主な

源泉となるのは，労働の生産性の増加である」という考え方である。中でもPenroseが

注目したのは，「分業（the division of labour）が組織的な知識の開発を促す」という点

であった。

分業によって生まれる知識に基づいて，目新しい生産方式が生まれたり，生産能力が向

上したりすることがある。つまり分業が，経済発展のための基本原理となるという捉え方

である。Penroseは，こうした分業の力を強調するSmithの議論をベースにして，理論

的な前進を試みた。その「最高点」（culmination）が，『企業成長論』として表れた 。

『企業成長論』では，①事業を運営するプロセスが，その事業に特化した知識を生む，

②事業の責任者による企業家的サービスが，その知識を新たな生産的サービスに結び付け

るアイデアを与えるという対になった主張が見られるが，その考えの先駆者がSmithで

あった 。経済成長の中でも，とりわけ商品（資本的商品を含む）の範囲の増加は，知識

の成長に依存する。Smithは，そうした知識に基づく新たな生産能力の発生を力説した。

ただし，これには知識をどの機会に対応させて新たな商品をつくり出していくかという

思慮深い意思決定を行うことが求められる。それがすなわち，企業内における「見える

手」の役割である。Penroseは，これを「企業家的サービス」というタームで表現し，企

業の成長は，そうした企業家の生産的サービスに委ねられるとすることで，Smithの洞

察を企業論に呼び込んだ。

Loasbyによれば，知識の成長理論であり，Smithの理論とも矛盾が少ない『企業成長

論』は，それでもまだ主流の経済学者からの注意は払われてはいないが，その一方で「進

化論的な経済学」（evolutionary economics）や「経営戦略」（business strategy）の論者

たちには，その価値が認められつつあるという。それは，Penroseの描いた企業家が，外

部環境を企業の内側から捉えるからである 。

自らの眼に映る環境を自社が有利になるように変える活動ができると，企業家は信じる

ものである。このように「組織の関心ごと」（organization matters）を捉えるPenrose

の企業像に，企業の外部として環境モデルを置きたがる進化論的な経済学者や，事業機会

に対応できる企業の能力には限界があることを覚えておかなくてはならない経営戦略論者
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は，学ぶべきところが豊富にあるのだった。

⑵ ‘Penrose theorem’

Loasbyは『企業成長論』を「知識の成長理論」と捉えたが，これに近い見方をしてい

るのはRichardsonであった。その評価とはPenroseは，「企業の内側では経験や知識な

どが時間を経て体化され，組織内に伝わる」ということを明らかにして，企業への理解を

経済学者に導いたというものである。この点からRichardsonは「知識に基づいた企業

論」（‘knowledge based’theory of the firm）を確立することをPenroseは助けたと見な

した 。

また，Penroseが『企業成長論』において使用した「生産的サービス」という術語を，

その後において「ケイパビリティ」というコンセプトを導入することで，より深い理解が

できるようにしたのもRichardsonであった 。ケイパビリティのコンセプトは，企業内

の生産活動や企業間の市場競争のプロセスを示すためのものであり，経済学の見地から企

業組織を捉えることを可能にした。このコンセプトの捻出は，企業論に対しても有益な貢

献を果たした。そうしたRichardsonは，実際にはPenroseとは２度しか会ったことはな

いという 。

その反対に，長期にわたってPenroseの議論仲間であったのがMarrisであった。

Marrisは最初に『企業成長論』の書評（academic review）を記し，‘The New Pal-

grave’という経済学辞典ではPenroseの「見出し語」（entry）を担当し，Guardian誌に

は，彼女の「死亡記事」（obituary）を書いたほどである。『企業成長論』を「ゲラ刷り」

（galley proofs）の段階から読んだというMarrisによれば，次の２つが‘Penrose theo-

rem’のベースにあるという 。

１つは，最大限の企業規模まで拡張するために，新たなヒューマン・リソースを補充す

ることができる「管理組織体」としての企業コンセプトである。また１つは，企業規模の

変化率には管理的な制約が存在するということである。つまり，この２点が『企業成長

論』が経済学の展開に示唆を与え得るポイントとなったのである。

しかしながらMarrisは，『企業成長論』は企業というサプライ・サイドからの理論で

あり，市場というディマンド・サイドの理論を欠いたものであるとも指摘した 。また，

①企業が「なぜ成長するのか，その動機」（the motive for growth）が経済的に説明され

ていない，②「利益」（profits）についての問題が，ぼんやりとしたものに留まっている

ため，企業がどこまで成長を必要とするのか，その成長率が定量的に決定されていないと

いった問題点も提示した。

そうした欠点はあるが，Marrisは‘Penrose theorem’を自らの理論構築に積極的に援
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用して，経済学の中に「企業の経営理論」（managerial theories of the firm）を確立する

ことに貢献した 。この理論は，経済システムの働きに影響する近代的マネジメントのビ

ヘイビアを探るためのものであり，①「自由裁量の理論」（discretionary theories) ，②

「成長志向の理論」（growth-orientated theories），③「官僚的理論」（bureaucratic the-

ories) という３つのタイプの見地に分かれる 。

これらの中でも，‘Penrose theorem’は「成長志向の理論」の基礎を築いたものであ

り，そのアイデアをMarrisが経済学の見地から精緻化していったという系譜をたどるこ

とができる。その「成長志向の理論」は，他の２種類の「企業の経営理論」に比べて最も

ダイナミックなものであるが，そうした動的な成長を示すコンセプトは，これからの経済

学的分析にインプリケーションを豊富に与えるものとなると見なすのはBestであっ

た 。

動的な成長の概念は，「技術の革新や企業組織の変革といったプロセスを経ながら，リ

ソースが創出される」というところに焦点を当てるものである。特にPenroseは，企業

内で計画が実行されることの副産物として，リソースの創造プロセスがあるとし，これを

生産能力という形で捉えることに注意を払った 。

この考えに基づいてBestは，そうした企業内での動的な成長プロセスでは，次の４つ

の段階それぞれでリソースの調整とケイパビリティの創造を必要とすると主張した。

①ダイナミズムを強く持つ企業家精神に満ちた段階，②技術的多角化によって新規事業

を展開していく段階，③オープン・システムによって企業内ネットワークを築く段階，④

多様な事業によって（シリコンバレーのような）産業集積を形成する段階。

この考えは‘regional dynamics’というモデルとして示された 。とりわけ③，④で重

要となる企業内外のネットワーキングは，各事業でのリソースの創造活動を調整するため

の手段として生じるものであり，今後の企業論においてもクルーシャルな問題となるとこ

ろである。

Ⅲ RBVへの伝承物

⑴ RBVの経緯

リソースと企業，あるいはリソースと戦略を結び付けて考えることは，Penrose や

Chandler の時代から始まり，その後のRichardson ，Andrews ，Nelson & Win-

ter の研究までが，その歴史的起源として位置付く。

Penroseは，企業を異質なリソースの束であると捉え，そうしたリソースから生産的サ

ービスがもたらされることを強調し，その概念を，多角化を伴う企業成長の議論に適用で

239第41号（2009）

ペンローズ理論からの「伝承物」



きる可能性を示した。

同じ時期，Chandlerは「組織構造は戦略に従う」というテーゼのもとに，リソースが

組織管理のフレームワークの中で調整され，活用されている様子を描き，多角化に伴って

「複数事業部制」（M-form organization）への変革が求められることを詳細な事例研究か

ら浮き彫りにした。

Richardsonは，経済活動を通じて成長を遂げる企業組織の内側（密な協力ネットワー

ク）を鋭く捉えるために「ケイパビリティ」という概念を捻出した。これは「リソースの

生産性を決定付けるもの」という意味で「第２の種類のリソース」（second-order
 

resources）と見なされた。

Andrewsは，企業がリスクを取ることのできる範囲の環境における事業機会に，「組織

内の強み」（リソース）をデザインしていくことが戦略であるとして，後に有力な戦略手

法となるSWOT分析のベースを与えた。

Nelson & Winterは，企業はそれぞれに異質な実体であると見なした上で，組織のル

ーティンに着目し，企業行動はそうしたルーティンによって支えられているという独特な

RBVから企業を特徴付けた。この見解は現在でも，進化論的な経済学に強い影響を与え

続けている。

これらの先駆者たちの視点を同じとしながら，1980年代にはRumelt やWernerfelt

の論文がRBVを芽生えさせ，1990年代には，その枝葉付けがなされていった。現在で

は，その代表的論者はBarney とされる。

こうしたRBVは1990年代中頃から，とりわけStrategic Management Journalでの論

文で使用されることが多くなった。それはつまり，RBVが主として戦略的マネジメント

研究という領域で展開されているということである。この分野においてRBVは特に，

「企業のリソースやケイパビリティがいかにそのパフォーマンスに影響することができる

か」という点を実証するために用いられている 。それゆえRBVは，「競合する企業間

のパフォーマンスの違いを示す理論」や「企業の組織的な活動によって競争優位が獲得さ

れる場合の理論」といったものをつくり出すステップを踏んでいるという指摘もある 。

企業間でパフォーマンスに差が出るのは，その組織内におけるヒューマン・リソースが

有している知識それ自体に違いがあり，またその活用の仕方が企業によって異なるからで

ある。したがってRBVは「知識ベースの見解」（knowledge-based perspective）を必然

的に伴うものとなるとも見なされる 。これは，知識の結合物として企業の存在を捉える

というアプローチである。

また，RBVと隣接したアプローチには，Richardsonが示した「ケイパビリティ」を

ダイナミックに捉える組織能力（ないし組織学習）の見解や，企業の主要な資産を捉える
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「コア・コンピタンス」 の論理などがある。中でもコア・コンピタンスは，「特殊なタイ

プのリソース」（主に技術的資産) を示すものであり，企業がどのように様々な生産スキ

ルを調整し，技術の多様な流れを統合しているかといった点を説明することに用いられ

る。

このコア・コンピタンスというストック・コンセプトの形成は，「リソースというスト

ック」と「リソースから得られる生産的サービスというフロー」を区別して捉えることを

強調したPenroseと同じ視点を持つものである。そうした区別によって，どのリソース

からの生産的サービスが企業の競争優位を確立することに貢献しているのかということを

明らかにできる。

⑵ RBVの特徴：未だ継承されていないPenroseの理論

Wernerfeltによれば，今日においては多かれ少なかれ，RBVからの洞察に頼らないで

経営戦略を教えることは想像しにくいという 。つまり少なくとも，「リソースは戦略を

決定する際の主なファクターである」という「金言」（maxim）が支持されているという

ことである。

RBVを取り上げるたいていの研究者は，とりわけ次の２つの事柄に賛同している 。

①リソースは，その企業にとって揺るがない投入物である，②持続可能な競争優位は，他

社が模倣しにくく，その企業の経済的な価値付けにとって貴重なものとなるリソースによ

って与えられる。

しかしWernerfeltは，多くのリソースは不可思議なままとなっており，リソースの効

力については議論が進んでいるが，リソースそのものが何であるのかを実際には分かって

いないと感じており，その「性質」についてより良い理解を持つ必要があると述べた 。

例えば，ブランド・ネームといった名声のあるリソースについては理解されているが，そ

の他のリソースについては間接的にしか知られていないということである。

また，Fossによれば，戦略が発展するキー・ファクターは，戦略と組織の双方の見地

を統合できる可能性を大きく持つ，新しくて精密な戦略への見方であり，RBVがそのブ

レークスルーとなり得るという 。この指摘は，実際の企業が現在，「自社の主要なリソ

ースはどれか」，「どうやったら我が社は決定的なケイパビリティを増大させ，作用させる

ことができるか」といった問いかけから戦略を始める傾向が増えている点からも刻印を押

すことができる。

そうした問いかけに対して，企業の持続可能な競争優位を分析するツールとなるRBV

は，次のような「経験に基づく一般論」（empirical gereralizations）に基づいている 。

①戦略を実行するために必要となるリソースの管理には，企業ごとに組織的な違いがあ
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る，②それらの違いは，比較的安定したものとなっている。

これら２つの一般論が，以下に挙げる２つの「基本的な仮定」（経済学に由来するもの）

と結び付くことによって，RBVの基礎をなす構造が発生してくる。①企業が有するリソ

ースの，生来の本質の違いが，パフォーマンスの違いを引き起こす，②企業は自らの経済

的なパフォーマンスが増加することを求める。

こうした考え方から構築されるRBVであるが，Wernerfeltの言うところのリソース

の「性質」をより良く知るには，特にヒューマン・リソースに注目して，それらが生産的

サービスや他のリソースについて学習するといった「リソース・ラーニング」を捉えるこ

とが重要となる。そのためには，Penroseの『企業成長論』が，まさにそのリソース・ラ

ーニングのセオリーであることに「いま一度，立ち返ること」（back to Penrose）が求め

られる 。要するに，RBVを前進させるためには，RBVの先駆者としてのPenroseの

理論を確実に継承することが肝心なのである。

Fossによれば，Penroseの全体的な議論において重要な部分は「認識」（cognition）

と「学習」（learning）と「調整」（coordination）であるとされる 。認識とは「それぞ

れの企業は，それぞれ別の事業機会に対応することで成長する」ということである。つま

り，その企業のマネジャーの主眼によって，どの事業機会に応じるかが決まるということ

である。

学習とは「企業はリソース・ラーニングの集積したプロセスを有する」と見なすことで

ある。また，調整とは「管理的調整が行き届く範囲までを企業と定めて，その中でリソー

スの最適な活用を促していくことがマネジメントである」と見なすことである。要するに

今日のRBVは，こうした「リソースを代替的に活用するために調整したり，配置し直し

たりする実際のプロセス」を捉えることをおろそかにしているというのがFossの主張で

ある。

Fossは，『企業成長論』は紛れもなく社会科学研究のマスターピースであるが，その著

書に対する様々な解釈は十分に正しいとは言えず，特に主流の解釈は，Penroseのベーシ

ックな見解の根本的な性質をなおざりにしてきていると述べた 。Penroseは，「生産的

な知識の貯蔵庫」としてだけ企業を捉えたのではなく，「その知識を開発し，管理する制

度」としても捉えているのであり，この２つのプロセス（知識の開発と管理）は分けて考

えることは難しいという点がRBV（特にPenrosianによるもの）のポイントとなるべき

であるというのである 。

知識の貯蔵庫としてのみ企業を取扱うことは，マネジメントの１つの側面を強調してい

るだけにすぎず，これを企業による知識の管理的側面と併せて論じない限り，RBVが企

業論や戦略論の有益な手段とはならないということをFossは示した。言い換えると「誰
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がリソースからの価値を捕えるのか」，「どうやってリソースからの価値を捕えるのか」，

「新しいリソースをいかに創出するのか」，「既存のリソースをどのように調整するのか」

といった，競争優位の確立のためのダイナミックでマネジリアルな側面を鮮明に，そして

包括的に取扱うことの重要さを説いたのである。

それゆえにFossは，『企業成長論』に立ち返るべきだと主張した。なぜなら，その著

書の主な焦点が「サービスの生産」や「リソースやサービスの適用」に置かれており，

「リソース・ラーニングに基づいてつくり出された知識によって，多くの異質なサービス

が同じリソースから生まれ得る」ということを主な議論としているからである。現在のま

まのRBVでは，新しいリソースが創出されるメカニズムを示すセオリーを生み出せず，

企業の刷新や組織学習，リソースの構築などに関した問題に見合ったものにもならな

い 。その意味で，RBVは未だPenroseからの伝承物を十分には受け継いでいないと言

える。RBVの前進には，Penrosianが率先して論理展開を行うことが必要とされている。

Ⅳ 企業論全般への伝承物

⑴ ‘research creativity’の産物としての『企業成長論』

Penroseの‘research creativity’というものを考える場合，その理論構築は「訓練され

た想像」（disciplined imagination) に基づく調査プロセスによって行われたという見方

がある。その想像力は，Penroseが『企業成長論』を出版するまでの時期に，次の６つの

学習プロセスから形成されたとされる 。

①現実社会の問題に実際に直面しているマネジャーへのインタビュー。

…Oxford Economic Research Groupは1950年代に，大学教員が，高度に成長を遂

げている企業のシニア・マネジャーと会話を行うことを進めていて，３年弱の間に

16人の経営幹部がOxfordを訪れた。その時にPenroseは，学者と実務家との相

互作用に気付いた。

②学生や同僚との会話。

…特にMachlupや Evansといった経済学者（ともに Johns Hopkins大学）は，

Penroseが1950年に国際特許に関する学位論文（PhD) を完全なものにするプロ

セスにおいて，その演繹的なスキルの向上に影響を与えた。また両者は，Penrose

が『企業成長論』を執筆するプロセスにおいても重要な「オーディエンス」でもあ

った。

③成長の経済理論の調査。
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…Penroseは，企業成長の主題を議論するために，経済理論の中における企業論の文

献をくまなく捜した。

④経営史の研究。

⑤ビジネスに関する文献やアニュアル・レポートの調査。

…この２点については，幅広く網羅しており，『企業成長論』においても少なくとも

15種類の主要な文献（著書ないし論文）が，Penroseの考え方や論理展開に影響を

与えている。

⑥成長している企業への訪問と観察。

…Penroseは，General Motors-Holden (GM のオーストラリア子会社) やHer-

cules Powder Company への調査に基づく論文を『企業成長論』の出版前に執筆

している。中でも1954年の夏に行ったHerculesの研究は，次の３つの点で重要で

あるとされる 。１つは，この研究が『企業成長論』に収録する意図で行われてい

たものであるということ。また１つは，このケーススタディが『企業成長論』の議

論の例証を助けるとともに，議論を発展させるものであるということ。そしていま

１つは，Herculesがいまもなお成長を続けている企業であることである。こうし

たHerculesの研究から，Penroseは次のような教訓を学び取っていた。

ａ)企業を動かす様々な種類のリソースと，マネジャーのアイデアや経験，知識の発

展との間には緊密な関係がある。

ｂ)将来の見込みは，企業のリソースに関連して説明されるべきである。

ｃ)スキルやリソースは，相互補完的な資産に基づいている。

ｄ)専門化は，多角化を導くことができる。

ｅ)経営能力の不足は，企業成長の限界をもたらす。

ｆ)企業家精神の大部分は，いかに想像的であるか，そしていかにすばやくポテンシ

ャルを利用するかによって決定する。

以上のような６つの学習プロセスから得られる経験が，「訓練された想像」を呼び起こ

し，Penroseの‘research creativity’を形成していった。その産物が，まさに『企業成長

論』であった。『企業成長論』では，企業を「組織的な管理を伴うリソースの束」と見な

して，その成長を演繹的なロジックで再構築していくと同時に，「帰納的な推論」（マネジ

ャーへのインタビュー，経営史の研究やアニュアル・レポートの調査，成長している企業

への訪問と観察などに基づくもの）も行われている。

その意味で，演繹と帰納とが結び付いた「円形のプロセス」を『企業成長論』は有して

いる 。そうした『企業成長論』は，次のようなアイデアを示すものとなっている 。こ
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れらはいずれも，企業論全般にとって示唆に富むものである。

①企業成長は，リソースと相互作用するマネジメントの動的なプロセス（マネジャーが

リソースを再結合するプロセス）として有益に研究でき得る。

②企業は，人々が目的や「意欲」（volition），意思決定，動機を持って働くことによっ

てつくり出される制度である。

③リソースによるサービスは，企業の異質性や独自性を呼び込むものとなる。

④物的リソースから生じるサービスは，ヒューマン・リソースが有する知識に依存す

る 。

⑤首尾良い企業成長は，特殊な経験を積んだマネジメント・チームの共同作業や調整に

よってもたらされる 。

⑥経営能力の不足は，企業の成長率の限界を定めるものとなる（いわゆる‘Penrose
 

effect’）。

⑦リソースによる生産的サービスの余剰能力は，企業成長（リソースのフル活用による

拡張）を促すものとなる。

⑧未利用のリソースによる生産的サービスは，イノベーションの源泉になり得る 。

⑨企業の多角化はたいてい，持続可能な競争優位を導くことのできる企業の「コンピタ

ンス」（長年にわたって企業に蓄積されたリソースやケイパビリティによって形成さ

れたもの）に基づく。

⑩競争のプロセスを構成する，１つの重要な要素は，企業の事業機会を変えるような実

験を行うことである。

⑵ 多国籍企業への洞察力

一般に，企業論における企業の見方は，主に次の３つに大別できる。１つは，Coase

に代表されるように，企業を「雇用関係」（雇用者が労働者に仕事に見合った賃金を支払

う関係）から見る場合である。また１つは，Schumpeter のように，企業を「経済発展

のエージェント」として見なすものである。

そして，いま１つがPenroseに始まるように，企業を「リソースのプール」として捉

えるものである。この見解では，企業内のリソースと，企業自らが感知する外部環境にお

ける事業機会（および市場の脅威）に基づいて企業成長の方向が決定するとされる。これ

には，国境を越えた多角化も当然の流れとして含まれる。そういった成長プロセスの「結

果」（outcome）が，多国籍企業という実体として姿を現しているということである。

実際，1980年代の初期までには，多くの企業が世界的な規模で，競争力のある戦略を形
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成し，それを実行するようになっており，それに伴う形で企業論の展開もなされてきてい

る。こうした企業論において，多国籍企業の生成は本質的に「海外への投資を通じた企業

成長」として見なすことができる 。これはPenroseによる多国籍企業 への見方である

が，そこでは多国籍企業が行う現地国へのFDI（foreign direct investment：海外で生産

的な資産を獲得したり，創造したりするための行為）は，単なる資本の国際的な移動とし

てではなく，リソースが束になって移動するものとして捉えられる。

つまり「多国籍企業は，リソースのワンセットでの移動を伴うFDIを通じて，余剰利

益（excess profits）をつくり出す」という見解である。その余剰利益に基づく「価値創

造」（value creation）が，多国籍企業による現地国への主な貢献となる。この点で

Penroseのセオリーは，「価値充当」（value appropriation）の理論ではなく，価値創造

の理論であると見なすこともできる 。

Rugman に代表されるような多国籍企業の国際経営論では，企業が国外で成功するの

は，その企業が海外市場で競争優位に立てるような知識を有している場合であると見なさ

れる。そうした知識は，その企業だけが提供することのできる生産的サービスをつくり出

す源泉であり，その高質さが企業に「永続的な強さ」（enduring strength）を与えること

になる。要するに，多国籍企業の価値創造には，質の高い知識が必要となるのである。

企業がいかに事業機会に対応し，価値を創造していくかについて考えるには，そうした

知識がどのようにつくり出され，活用されているかという問題に直面するのであるが，少

なくとも1980年代中頃までの企業論では，この知識への理解不足が，理論的アプローチの

決定的な弱点であったと捉えられる 。その欠点を埋めるような形で展開が始まったの

が，Penroseのアイデアを取り入れたRBVであった。Porterも，このRBVのパイオニ

アは「おそらくPenroseであろう」と見なしている 。

RBVの特徴については，すでに述べたとおりであるが，もっと言えばRBVには，①

その構造に焦点を当てるもの（戦略の経済的側面を見るもの）と，②そのプロセスに焦点

を当てるもの（戦略へのビヘイビアを見るもの）の２つに分かれていて，その中間での統

合が待たれているという状態である 。

構造的な捉え方は，「リソースの特質を定義付けするもの」（例えば他社が模倣困難で，

その企業にとってだけ貴重で稀少なものが有益なリソースとなることなど）である。分析

視角は，「企業の範囲」や「多角化」に置かれ，マネジメントの役割は主にリソースの発

見と利用，保護であると見なされる。

一方で，プロセスを捉える見方は，リソースをよりダイナミックに取り上げるものであ

る。分析視角は，「組織のプロセス」（組織的スキル，組織的ルーティンなど）に置かれ，

マネジメントの役割は主にリソースの創造と向上，置換であると見なされる。
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こうした２つの捉え方があるのは，企業の経営能力が，①「企業家的判断」（リソース

の新結合の可能性を認知すること），②「組織のケイパビリティ」（実際にそうした新結合

を実行する能力）という２つの側面を持っているからである 。このどちらの側面の経営

能力も，リソースの結合による価値創造のプロセスに関与しており，とりわけ「知識」

（企業の生産的機会をはっきりと定めて，成長の方向を決めるもの）を開発する原動力と

なるものである。そのような経営能力にアプローチしていくRBVは総じて，産業状況の

違いからは説明することのできない，企業の収益力の違いや，企業の強みを活かした多角

化の展開を，その企業のリソースの異質性から考える視点を提供するものとなっている。

しかし，このRBVはオールタナティブな戦略論とはならないと見るのがPorterであ

った。RBVは競争優位の発端を，企業の有する「価値あるリソース」（特にスキルや名

声といった見えざる資産）から議論するものであるが，これは企業それ自体に集中したも

のであり，「内省的」（introspective）であると見なした さらにPorterは，RBVの最も

良くない点は次のような「回状」（circular）となっていることであると指摘した。

・成功している企業は，ユニークなリソースを持っているから成功している。

・企業は成功するために，そうしたユニークなリソースを育成すべきである。

・しかし，ユニークなリソースとは何か？

・ユニークなリソースは，どんな価値をつくり出すのか？

・なぜ企業は，そうしたリソースをつくり出したり，手に入れたりすることができたの

か？

・なぜリソースの所有者は，その価値がなくならないように値を付けること（bid）を

しないのか？

・未来において，リソースの価値を保たせるものは何か？

Porterによれば，RBVは以上のような「因果関係の連鎖」（a chain of causality）と

なっており，考察の主眼とするリソースも，それ自体は価値が高いわけではないとされ

た 。要するにリソースは「確かな競争優位を得るために行なう確実な活動」という文脈

の中でのみ意味を持つものであるということである。

Porterは，RBVの最も優れた点を「リソースと活動とを統合したところで見出される

多角化への機会を評価することにある」と見なすが，RBVがリソースを幅広く定義して

しまうため，1970～1980年代にかけて損害の多かった非関連部門への多角化といったもの

までを正当化する危険を冒すとも指摘した 。これは，RBVの問題点を鋭く突いた指摘

として留意しなければならない。
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Ⅴ 庭園」の今後

ここでは，Penroseの『企業成長論』からの「伝承物」について，とりわけ主要と思わ

れる３つの領域，すなわち，①経済学，②RBV，③企業論全般に分けて探ってきた。こ

の内，特に今後の発展に期待が寄せられているのは，RBVをフューチャリングした形の

戦略的マネジメント研究であると言える。

しかしながら，ここでも示したように，RBVの課題は山積みになっている感を強く受

けざるを得ない。1959年にPenroseがつくり出した「庭園」（garden）において，RBV

はどのように耕していくことが必要なのであろうか。RBVを理論化に向けて育て上げる

ことは，戦略的マネジメント研究にとって，極めて重要な前進となるのは間違いない。そ

のためには，RBVがどのような流れで構築されてきているのか，またその長所，短所は

何であると指摘されているのかなどを把握しておくことが求められる。

注

１)その原因は，心不全であった。また，Penroseの夫，Ernest Penrose（1895-1984）も学

者であり，「20世紀版国際人の典型」と呼ばれた（Dore,R.and Sinha,R.with assistance
 

from Sako,M.Japan and World Depression:Then and Now,Essays in Memory of E.F.

Penrose,Macmillan,1987,Preface,p.11.）。彼は，Penroseの石油産業研究にも大きな影響

を与えた。

２)Penroseが『企業成長論』を書き終えたのは1958年６月であるとされる。

３)O’brien,P.K.“Edith Penrose,1914-1996:In Memoriam”,Middle Eastern Studies,Vol.

33, No.３, July 1997, p. 644.ただしPenroseは「新しい企業については，ほとんど知らな

い」と自ら述べていた（1996年６月に行われた‘Stockholm World Conference of the Inter-

national Council on Small Business’での基調講演に於いて）。

４)Best,M.H.and Garnsey,E.“Edith Penrose,1914-1996”,The Economic Journal,Vol.

109，February 1999,p.189.

５) Ibid,p.195.

６)Lazonick,W.“The US Industrial Corporation and the Theory of the Growth of the
 

Firm”in The Growth of the Firm: The Legacy of Edith Penrose,Edited by Pitelis,C.;

Oxford University Press,2002,pp.249-250,266.また，Lazonickは，こうした革新的企業

の理論の中核をなすのは，①「組織的統合」（ヒューマン・リソースのスキルを適用するた

めの分業の創出），②「金融への関与」（生産的リソースの開発を支えるための資金の配分），

③「戦略的管理」（様々なヒューマン・リソースの企業内への首尾良い配置）といった３つ

の社会的条件であるとした（ibid,pp.251-253.）。

７)Penrosianの見方では，多角化は「範囲の経済性」のコンセプトから説明でき，それによ

って，その企業を特徴付けることができるとされた。それはPenroseが，企業がどのよう
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に，そしてなぜ「動く」（move）のかについて明らかにする理論を開発することに成功した

からであった。こうしたPenroseの分析フレームワークは，新たな問題に取り組むことが
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